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１　財　政　運　営　適　正　化　計　画

単年度 ３年平均

(8.9)

4,715 249 7.5 7.3 △ 54.9 88.6% 20.8% 12.2% 0.588 3,326 3,156 132 686

(9.1)

4,739 263 7.9 7.6 △ 53.8 86.5% 20.3% 12.4% 0.59 3,326 3,263 112 812

(8.7)

4,702 255 7.4 7.6 △ 56.4 88.9% 20.8% 11.7% 0.59 3,312 3,328 92 943

(5.5)

6,755 168 7.2 7.5 △ 33.8 92.5% 22.7% 11.6% 0.58 3,714 3,348 72 992

(7.4)

4,412 222 7.4 7.3 △ 42.3 93.8% 23.3% 11.6% 0.57 3,582 3,294 52 1,076

(8.0)

4,549 241 7.1 7.2 △ 46.9 94.8% 23.1% 12.8% 0.56 3,425 3,266 32 1,187

(7.8)

4,550 235 9.0 7.8 △ 49.6 95.3% 23.3% 12.6% 0.56 3,270 3,251 12 1,207

(7.2)

4,628 218 8.6 8.3 △ 51.5 94.9% 23.0% 12.8% 0.55 3,139 3,228 2 1,220

(6.9)

4,517 209 9.0 8.9 △ 55.4 94.7% 22.9% 12.7% 0.56 2,972 3,216 2 1,212

うち
減債

うち
財政調整

地方債
現在高うち

人件費
うち

公債費

調査表　１

財　　政　　状　　況　　の　　推　　移　（単位：百万円、％）

年度
財政力
指数

３年平均
歳入 歳出 実質収支

(実質収支
比率)

標準財政規模
実質公債費比率

経　常　収　支　比　率将来
負担
比率

基金現在高

H30
4,411 2,877

R2
6,587 3,030

H29
4,452 2,784

R4
4,308 3,012

R元
4,409 2,922

R6
4,410 3,016

R3
4,190 3,015

R7
4,308 3,013

R5
4,315 3,008



増収見込額 百万円

増収見込額 百万円

増収見込額 百万円

増収見込額 百万円

職員数の現況及び将来見通し （単位：人）

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

職員数 86 87 90 91 91 91 91 91

増減 1 3 1 0 0 0 0

（単位：百万円）

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計画額 616 640 788 796 793 798 786 794

増減 24 148 8 △ 3 6 △ 12 8

うち行革分 0 0 0 0 0 0
（単位：百万円）

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計画額 364 347 351 346 386 378 386 383

増減 △ 17 4 △ 5 40 △ 8 8 △ 3

うち行革分 0 0 0 0 0 0

２　財 政 運 営 適 正 化 計 画 の 概 要

行財政運営の簡素化
及び効率化の基本方針

限られた財源で町民全体の福祉の向上を図るために行政が行うべき施策に重点的に取り組み、最小の経費で最大の効果を発揮する行政運営を目指す。

項目 現状と問題点 財政運営の適正化を図るための措置及び目標

使用料・手数料等受益者
負担の適正化

歳
入
確
保
対
策

課税客体捕捉の徹底と
徴収の強化
　（地方税徴収率の向上）

　悪質な滞納者に対しては、県滞納整理推進機構及び税整理組合に委
託し、また、財産差し押さえを行う等、積極的な滞納処分を行っている。
　また、休日・夜間の窓口開放、電話連絡、訪問等により、早期の滞納
対策と、長期滞納者への継続的な働きかけを行っている。
　併せて、口座振替の推進等、自主納付を促し、確実な税収の確保と、
事務の簡素化を図っている。

措
置
内
容

　証明手数料等は、他市町村と比較すると安価である。そのうち住宅使
用料については、建築年次が古いことから値上げは望めない。
　一般財源確保及び受益者負担の適正化のため、また、消費増税の適
正な転嫁のため、ゴミ袋等の料金の変更を段階的に予定している。
　なお、平成29年度からの住民票等のコンビニ交付の開始に伴い手数
料の引き上げを実施している。

措
置
内
容

財産管理の適正化と財産
運用収入の確保
　（売却可能資産の処分）

　基金は、国債等による安定的な運用を行っている。
今後、更に有利な条件で運用するよう検討する必要
がある。

措
置
内
容

その他の歳入確保
　個人・法人からのふるさと納税を呼び込む仕組づく
りを検討する必要がある。
　企業に情報を発信し、企業誘致により将来的な財源
確保に努める。

措
置
内
容

歳
出
抑
制
策

職員定数の見直し状況

　人口規模からみても類似団体と比較しても、職員数
は相当抑制できている。令和元年度より職員定数を
86名から5名増の91名とした。

公債費の抑制

措
置
内
容

義務的経費の節減 人件費総額の抑制計画

措
置
内
容

　人件費については、定昇幅の大きい若中年齢層の
職員が多いため、今後の職員給の増加は避けられな
い。ラスパイレス指数100程度を目処に、それを超えな
いよう対策を行う必要がある。
　扶助費については、今後の少子高齢化の影響で、
大幅な増加が見込まれる。ただし、子育て支援等の
扶助費は、町の主要施策の一つであり、人口維持の
観点からも、当面は継続する。
　公債費については、近年の大型事業に係る起債の
影響から増加傾向にあり、今後も県建設事業費の負
担金等へ充当するため増加傾向が続く見込みであ
る。

調 査 表 ２



（単位：百万円）

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計画額 727 738 826 656 659 669 671 674

増減 12 87 △ 170 3 10 1 4

うち行革分 0 0 0 0 0 0
（単位：百万円）

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計画額 36 39 30 27 27 27 27 27

増減 3 △ 9 △ 3 0 0 0 0

うち行革分 0 0 0 0 0 0

投資的経費の抑制 （単位：百万円）
　（地方債の発行抑制） H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計画額 374 268 732 195 212 209 243 195

増減 △ 106 465 △ 537 17 △ 3 34 △ 48

繰出金の適正合理化 （単位：百万円）
　（基準外繰出の解消等） H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計画額 108 106 108 110 104 110 126

増減 △ 2 2 2 △ 6 6 16

事務事業の見直し状況 削減見込額 百万円

その他の歳出合理化 削減見込額 百万円

政策評価の導入状況

行政改革・財政状況に関する

情報公開の状況

項目 現状と問題点 財政運営の適正化を図るための措置及び目標

　起債の発行は、原則として交付税措置のあるものに
限っている。
　大型の起債事業としては、総合運動公園整備事業
が平成21年度で、町道里見229号線（第３工区）整備
事業が平成24年度で終了したため、今後はため池整
備事業及び道路新設改良事業を中心に地方債を発
行し、その他の事業においては、可能な限り起債発行
を抑制する。令和2年度は、災害情報伝達システムの
導入や小中学校体育館への空調設備新設のため大
幅に増えている。

地方債発行抑制

消費的経費の節減

　物件費については、経費の削減に努めてはいるも
のの、頻繁に制度変更等があり、その度に電算シス
テムの導入・改修等に係る多額の費用を要している。
また、マイナンバーの運用開始や消費増税の影響も
あり、増加傾向にある。
　補助費等については、各種団体への補助を整理し、
必要性の精査、時限の設定等、引き続き見直しを行う
必要がある。
　維持補修費は、施設の必要性の有無を判断し、必
要な施設については早期に長寿命化を行う等、ライフ
サイクルコストを低減させる取組が必要である。また、
将来的に不要な施設については、除却を行う等、速
やかに対策を検討する必要がある。

物件費の抑制計画

維持補修費の抑制計画

措
置
内
容

そ
の
他 　半年に１回、財政事情の公表を行っているほか、全会計及び関係団体の決算状況をまとめた財政状況資料集を公表している。公会計による決算状況も

HPに掲載し公開している。

　平成29年度からの行政改革大綱に基づき、既存の
事業をゼロベースで見直し、真に必要な事業のみを
再構築し、財政の健全化を図る。

措
置
内
容

措
置
内
容

歳
出
抑
制
策

措
置
内
容

　基準外の繰出は主に、主要事業である公共下水道
整備事業に係るものである。
　同事業は、平成27年度から事業費を国庫補助ベー
スで半減し、財政負担の平準化を図っている。令和2
年以降は事業費をさらに半減させることで、繰出金の
抑制に努めている。

基準外繰出の解消等

措
置
内
容



３　　歳　入　(見　込)　額　調
（単位：千円，％）

決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率

１ 地　　方　　税 1,524,898 1,529,380 0.3% 1,531,619 0.1% 1,482,941 △ 3.2% 1,414,724 △ 4.6% 1,415,380 0.0% 1,419,069 0.3% 1,430,012 0.8% 1,434,489 0.3%

697,804 731,716 4.9% 724,627 △ 1.0% 675,532 △ 6.8% 628,112 △ 7.0% 628,112 628,112 628,112 628,112

717,244 689,857 △ 3.8% 693,700 0.6% 692,871 △ 0.1% 672,161 △ 3.0% 672,380 0.0% 676,030 0.5% 687,123 1.6% 691,750 0.7%

109,850 107,807 △ 1.9% 113,292 5.1% 114,538 1.1% 114,451 △ 0.1% 114,888 0.4% 114,927 0.0% 114,777 △ 0.1% 114,627 △ 0.1%

２ 地　方　譲　与　税 27,455 27,892 1.6% 28,460 2.0% 29,682 4.3% 29,682 29,682 29,682 29,682 29,682

３ 交　　付　　金 231,957 232,298 0.1% 216,661 △ 6.7% 257,147 18.7% 257,147 257,147 257,147 257,147 257,147

４ 地方特例交付金 10,343 12,224 18.2% 29,862 144.3% 15,970 △ 46.5% 15,970 15,970 15,970 15,970 15,970

５ 地　方　交　付　税 1,029,719 1,074,534 4.4% 1,096,154 2.0% 1,142,266 4.2% 1,208,782 5.8% 1,235,448 2.2% 1,221,869 △ 1.1% 1,215,376 △ 0.5% 1,213,996 △ 0.1%

918,586 939,006 2.2% 988,844 5.3% 1,042,266 5.4% 1,103,162 5.8% 1,124,191 1.9% 1,104,959 △ 1.7% 1,092,795 △ 1.1% 1,085,727 △ 0.6%

111,133 135,528 22.0% 107,310 △ 20.8% 100,000 △ 6.8% 105,620 5.6% 111,257 5.3% 116,910 5.1% 122,581 4.9% 128,269 4.6%

６ 分・負担金、寄附金 83,728 75,903 △ 9.3% 87,068 14.7% 62,090 △ 28.7% 70,690 13.9% 80,690 14.1% 80,690 80,690 80,690

７ 使 用 料・手 数 料 23,172 26,604 14.8% 30,133 13.3% 31,585 4.8% 30,672 △ 2.9% 30,684 0.0% 32,678 6.5% 30,684 △ 6.1% 30,672 △ 0.0%

８ 国 ・ 県 支 出 金 771,773 804,561 4.2% 879,189 9.3% 2,364,447 168.9% 843,691 △ 64.3% 871,468 3.3% 868,558 △ 0.3% 921,374 6.1% 869,108 △ 5.7%

635,854 665,395 4.6% 715,387 7.5% 766,788 7.2% 771,201 0.6% 775,726 0.6% 780,357 0.6% 785,108 0.6% 789,971 0.6%

135,919 139,166 2.4% 163,802 17.7% 1,597,659 875.4% 72,490 △ 95.5% 95,742 32.1% 88,201 △ 7.9% 136,266 54.5% 79,137 △ 41.9%

９ 財　産　収　入 7,091 4,149 △ 41.5% 10,101 143.5% 1,094 △ 89.2% 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094

1０ 繰　　入　　金 322,367 227,264 △ 29.5% 143,616 △ 36.8% 219,880 53.1% 138,553 △ 37.0% 140,284 1.2% 136,016 △ 3.0% 130,869 △ 3.8% 132,803 1.5%

1１ 繰　　越　　金 391,726 263,383 △ 32.8% 328,166 24.6% 293,834 △ 10.5% 167,860 △ 42.9% 221,519 32.0% 240,521 8.6% 234,866 △ 2.4% 218,639 △ 6.9%

1２ 地　　方　　債 235,312 373,638 58.8% 267,531 △ 28.4% 732,299 173.7% 195,299 △ 73.3% 211,899 8.5% 208,999 △ 1.4% 242,999 16.3% 195,299 △ 19.6%

176,112 190,738 8.3% 154,931 △ 18.8% 158,799 2.5% 158,799 158,799 158,799 158,799 158,799

1３ そ　　の　　他 55,951 86,991 55.5% 53,392 △ 38.6% 121,646 127.8% 37,623 △ 69.1% 37,623 37,623 37,623 37,623

4,715,492 4,738,821 0.5% 4,701,952 △ 0.8% 6,754,881 43.7% 4,411,787 △ 34.7% 4,548,888 3.1% 4,549,916 0.0% 4,628,386 1.7% 4,517,212 △ 2.4%

2,713,887 2,741,514 1.0% 2,797,449 2.0% 2,828,968 1.1% 2,827,267 △ 0.1% 2,854,589 1.0% 2,844,699 △ 0.3% 2,849,149 0.2% 2,852,246 0.1%

調査表　３

区　　　分
平成29年度決算 平成30年度決算 令和元年度決算 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

市 町 村 民 税

固 定 資 産 税

そ の 他

うち経常一般財源

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

経 常

臨 時

うち臨時財政対策債

う ち 合 併 特 例 債

　歳　入　合　計



４　　歳　出　(見　込)　額　調
（単位：千円，％）

決算額 伸率
経常収
支比率 決算額 伸率

経常収
支比率 決算額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率

１ 人　件　費 622,610 20.80% 616,209 △ 1.0% 20.3% 640,068 3.9% 20.8% 788,085 23.1% 22.7% 795,961 1.0% 23.3% 792,612 △ 0.4% 23.1% 798,333 0.7% 23.3% 786,412 △ 1.5% 23.0% 794,164 1.0% 22.9%

384,113 － 388,921 1.3% － 391,553 0.7% － 459,898 17.5% － 468,225 1.8% － 465,645 △ 0.6% － 470,037 0.9% － 460,897 △ 1.9% － 466,920 1.3% －

46,805 － 43,427 － 45,332 － 50,439 － 51,245 － 51,130 － 51,558 － 50,634 － 50,685 －

２ 扶　助　費 888,033 9.00% 906,957 2.1% 9.0% 933,036 2.9% 9.4% 938,989 0.6% 9.5% 943,466 0.5% 9.6% 948,215 0.5% 9.5% 953,115 0.5% 9.5% 958,170 0.5% 9.5% 963,381 0.5% 9.5%

３ 公　債　費 353,547 12.20% 363,507 2.8% 12.4% 346,702 △ 4.6% 11.7% 350,764 1.2% 11.6% 346,182 △ 1.3% 11.6% 386,486 11.6% 12.8% 378,064 △ 2.2% 12.6% 385,890 2.1% 12.8% 383,172 △ 0.7% 12.7%

353,547 － 363,507 2.8% － 346,702 △ 4.6% － 350,764 1.2% － 346,182 △ 1.3% － 386,486 11.6% － 378,064 △ 2.2% － 385,890 2.1% － 383,172 △ 0.7% －

－ － － － － － － － －

1,864,190 16.50% 1,886,673 1.2% 41.7% 1,919,806 1.8% 41.9% 2,077,838 8.2% 43.7% 2,085,609 0.4% 44.5% 2,127,313 2.0% 45.4% 2,129,512 0.1% 45.4% 2,130,472 0.0% 45.3% 2,140,717 0.5% 45.2%

４ 物　件　費 741,502 1.80% 726,983 △ 2.0% 16.6% 738,491 1.6% 16.5% 825,833 11.8% 15.6% 655,778 △ 20.6% 15.7% 659,149 0.5% 15.8% 669,468 1.6% 16.0% 670,692 0.2% 15.8% 674,260 0.5% 15.8%

５ 維持補修費 66,305 17.40% 36,300 △ 45.3% 1.1% 38,869 7.1% 1.3% 29,951 △ 22.9% 1.0% 26,951 △ 10.0% 0.9% 26,951 0.9% 26,951 0.9% 26,951 0.9% 26,951 0.9%

６ 補 助 費 等 750,728 35.70% 768,903 2.4% 16.6% 815,236 6.0% 18.3% 2,186,299 168.2% 21.4% 803,675 △ 63.2% 21.7% 816,123 1.5% 21.9% 813,172 △ 0.4% 22.0% 818,563 0.7% 22.0% 812,692 △ 0.7% 21.9%

1,558,535 － 1,532,186 △ 1.7% 34.3% 1,592,596 3.9% 36.1% 3,042,083 91.0% 38.0% 1,486,404 △ 51.1% 38.3% 1,502,223 1.1% 38.5% 1,509,591 0.5% 38.9% 1,516,206 0.4% 38.7% 1,513,903 △ 0.2% 38.6%

７ 積　立　金 299,066 － 167,506 △ 44.0% － 173,443 3.5% － 239,691 38.2% － 84,838 △ 64.6% － 111,668 31.6% － 121,169 8.5% － 118,341 △ 2.3% － 110,228 △ 6.9% －

57,196 54,618 △ 4.5% 24,500 △ 55.1% 22,125 △ 9.7% 19,683 △ 11.0% 21,036 6.9% 15,235 △ 27.6% 20,747 36.2% 36,436 75.6%

９ 繰　出　金 382,815 10.90% 374,291 △ 2.2% 10.50% 388,697 3.8% 10.8% 408,758 5.2% 10.8% 404,736 △ 1.0% 10.98% 405,129 0.1% 10.91% 405,545 0.1% 10.97% 405,983 0.1% 10.98% 406,445 0.1% 10.99%

249,468 － 340,757 36.6% － 257,617 △ 24.4% － 770,856 199.2% － 97,848 △ 87.3% － 138,848 41.9% － 131,848 △ 5.0% － 215,848 63.7% － 97,848 △ 54.7% －

115,757 － 205,910 77.9% － 109,714 △ 46.7% － 262,105 138.9% － 32,999 △ 87.4% － 73,999 124.2% － 66,999 △ 9.5% － 150,999 125.4% － 32,999 △ 78.1% －

133,711 － 134,847 0.8% － 147,903 9.7% － 508,751 244.0% － 64,849 △ 87.3% － 64,849 － 64,849 － 64,849 － 64,849 －

40,839 － 54,624 33.8% － 52,087 △ 4.6% － 25,670 △ 50.7% － 11,150 △ 56.6% － 2,150 △ 80.7% － 2,150 － 2,150 － 2,150 －

12,826 － 2,430 △ 81.1% － 4,611 89.8% － 15,520 236.6% － △ 100.0% － － － － －

28,013 － 52,194 86.3% － 47,476 △ 9.0% － 10,150 △ 78.6% － 11,150 9.9% － 2,150 △ 80.7% － 2,150 － 2,150 － 2,150 －

290,307 － 395,381 36.2% － 309,704 △ 21.7% － 796,526 157.2% － 108,998 △ 86.3% － 140,998 29.4% － 133,998 △ 5.0% － 217,998 62.7% － 99,998 △ 54.1% －

4,452,109 88.60% 4,410,655 △ 0.9% 86.50% 4,408,746 △ 0.0% 88.9% 6,587,021 49.4% 0.924725195 4,190,268 △ 36.4% 93.8% 4,308,367 2.8% 94.8% 4,315,050 0.2% 95.3% 4,409,747 2.2% 94.9% 4,307,727 △ 2.3% 94.7%

うち経常経費
充当一般財源

2,560,541 － 2,537,329 △ 0.9% － 2,623,394 3.4% － 2,804,661 6.9% － 2,800,900 △ 0.1% － 2,858,123 2.0% － 2,862,409 0.1% － 2,855,518 △ 0.2% － 2,852,704 △ 0.1% －

調査表４

区　　　分

平成29年度決算 平成30年度決算 令和元年度決算 令和２年度 令和３年度 令和４年度

４～６
消費的経費計

８ 投資出資貸付金

１０普通建設事業費

補 助

令和７年度

う ち 職 員 給

う ち 退 職 手 当

元 利 償 還 金

令和５年度 令和６年度

一時借入金利子

１～３
義務的経費計

１０～１１
投資的経費計

　歳 出　合 計

単 独

１１災害復旧事業費

補 助

単 独



５　　実 質 公 債 費 比 率 ( 見 込 ） 調
（単位：千円，％）

伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

918,586 － 939,006 2.2% 988,844 5.3% 1,042,266 5.4% 1,103,162 5.8% 1,124,191 1.9% 1,104,959 △ 1.7% 1,092,795 △ 1.1% 1,085,727 △ 0.6%

1,689,270 － 1,747,569 3.5% 1,778,260 1.8% 1,829,161 2.9% 1,752,964 △ 4.2% 1,729,128 △ 1.4% 1,743,824 0.8% 1,763,954 1.2% 1,768,461 0.3%

B 176,112 － 190,738 8.3% 154,931 △ 18.8% 158,799 2.5% 158,799 158,799 158,799 158,799 158,799

A 2,783,968 － 2,877,313 3.4% 2,922,035 1.6% 3,030,226 3.7% 3,014,925 △ 0.5% 3,012,118 △ 0.1% 3,007,582 △ 0.2% 3,015,548 0.3% 3,012,987 △ 0.1%

C 353,547 － 363,507 2.8% 346,702 △ 4.6% 346,702 350,764 1.2% 346,182 △ 1.3% 386,486 11.6% 378,064 △ 2.2% 385,890 2.1%

D －

Ｅ 193,580 － 211,327 9.2% 221,481 4.8% 222,932 0.7% 225,005 0.9% 226,716 0.8% 228,138 0.6% 229,654 0.7% 227,901 △ 0.8%

① －

② 163,255 － 175,574 7.5% 179,277 2.1% 180,728 0.8% 182,801 1.1% 184,512 0.9% 185,934 0.8% 187,450 0.8% 185,697 △ 0.9%

③ 27,506 － 32,934 19.7% 39,764 20.7% 39,764 39,764 39,764 39,764 39,764 39,764

④ 2,819 － 2,819 2,440 △ 13.4% 2,440 2,440 2,440 2,440 2,440 2,440

⑤

Ｆ －

Ｇ －

365,555 － 377,146 3.2% 377,382 0.1% 378,181 0.2% 380,661 0.7% 383,813 0.8% 375,603 △ 2.1% 378,537 0.8% 374,849 △ 1.0%

ア 224,287 － 230,340 2.7% 230,728 0.2% 234,548 1.7% 242,332 3.3% 252,195 4.1% 249,714 △ 1.0% 246,582 △ 1.3% 240,824 △ 2.3%

イ 141,268 － 146,806 3.9% 146,654 △ 0.1% 143,633 △ 2.1% 138,329 △ 3.7% 131,618 △ 4.9% 125,889 △ 4.4% 131,955 4.8% 134,025 1.6%

ウ －

Ｉ 181,572 － 197,688 8.9% 190,801 △ 3.5% 191,453 0.3% 195,108 1.9% 189,085 △ 3.1% 239,021 26.4% 229,181 △ 4.1% 238,942 4.3%

Ｊ 2,418,413 － 2,500,167 3.4% 2,544,653 1.8% 2,652,045 4.2% 2,634,264 △ 0.7% 2,628,305 △ 0.2% 2,631,979 0.1% 2,637,011 0.2% 2,638,138 0.0%

Ｋ 7.5 － 7.9 5.3% 7.4 △ 6.3% 7.2 △ 2.7% 7.4 2.8% 7.1 △ 4.1% 9.0 26.8% 8.6 △ 4.4% 9.0 4.7%

7.3 － 7.6 0.3 7.6 7.5 △ 0.0 7.3 △ 0.0 7.2 △ 0.0 7.8 0.1 8.3 0.1 8.9 0.1

標 準 税 収 入 額 等

計　（標準財政規模）

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

元 利 償 還 金

普 通 交 付 税

調査表　５

区　　　分
平成29年度決算 平成30年度決算 令和元年度決算 令和２年度 令和６年度 令和７年度令和４年度 令和５年度令和３年度

繰 上 償 還 額

準 元 利 償 還 金
（ ① + ② + ③ + ④ + ⑤ ）

元 利 償 還 金
充 当 特 定 財 源

準 元 利 償 還 金
充 当 特 定 財 源

内
訳

満 期 一 括 償 還 地 方 債
に 係 る 年 度 割 相 当 額

公 営 企 業 債 元 利 償 還 金
財 源 充 当 繰 出 金

組合等の起債の元利償還金
に 充 当 し た 負 担 金 等

公債費に準ずる債務負担行
為 に 基 づ く 支 出 額

一 時 借 入 金 利 子

Ａ－Ｈ

実質公債費比率（単年）
　Ｉ／Ｊ

Ｋの３ヶ年平均

基準財政需要額算入額Ｈ
（ ア ＋ イ ＋ ウ ）

内
訳

公 債 費 分

事 業 費 補 正 分

密 度 補 正 分

（Ｃ－Ｄ＋E）－（Ｆ＋Ｇ＋
Ｈ）



　６　将来負担比率（見込）調
（単位：千円，％）

平成29年度決算 平成30年度決算 令和元年度決算 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

a 3,325,586 3,365,468 3,311,548 3,713,767 3,582,278 3,424,841 3,270,475 3,139,910 2,972,041

b 118,872 109,450 86,117 85,609 79,821 74,956 70,200 66,154 63,155

c 2,806,784 2,856,483 2,884,123 2,857,578 2,759,311 2,649,041 2,535,934 2,430,625 2,319,403

d 197,552 199,316 173,131 173,131 173,131 173,131 173,131 173,131 173,131

e 171,757 145,216 136,363 184,378 226,817 216,009 260,863 300,287 285,611

f 0 0 0 0 0 0 0 0 0

g

h

i

j

ｋ 3,155,820 3,262,606 3,328,089 3,347,901 3,294,186 3,265,633 3,250,786 3,238,258 3,215,683

l 43,910 36,912 30,609 24,821 19,957 15,201 11,155 8,155 5,989

m 0 0 0

n 4,749,733 4,722,851 4,669,998 4,539,504 4,623,864 4,490,420 4,355,560 4,223,420 4,055,411

o 6,620,551 6,675,933 6,591,282 7,014,463 6,821,358 6,537,978 6,310,603 6,110,107 5,813,341

p 7,949,463 8,022,369 8,028,696 7,912,226 7,938,007 7,771,254 7,617,501 7,469,833 7,277,083

q 2,783,968 2,877,313 2,922,035 3,030,226 3,014,925 3,012,118 3,007,582 3,015,548 3,012,987

r 365,555 377,146 377,382 379,050 380,661 383,813 375,603 378,537 374,849

▲ 54.9 ▲ 53.8 ▲ 56.4 ▲ 33.8 ▲ 42.3 ▲ 46.9 ▲ 49.6 ▲ 51.5 ▲ 55.4

令　和　２　年　 11　月

将  来  負  担  比  率
｛(o-p)/(q-r)｝×100

連 結 実 質 赤 字 額

算 入 公 債 費 等 の 額 Ｄ

土地開発公社

標 準 財 政 規 模 Ｃ

組合等連結実質赤字額負担見込額

充 当 可 能 財 源 等 Ｂ

第三セクター等

将 来 負 担 額 A

充 当 可 能 基 金

調査表６

充 当 可 能 特 定 歳 入

都市計画税

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額

区     　　分

一 部 事 務 組 合 等 負 担 等 見 込 額

地 方 債 の 現 在 高 （ 一 般 会 計 等 ）

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

設 立 法 人 の 負 債 額 等 負 担 見 込 額


